
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

Ｈ２４ H25
目標

現況
（見込） 目標 成果 達成状況

合計 2,006 1,334 0

　障害の有無にかかわらず誰もが安心して暮らすことができる長野県づくりを進める上で必要な仕組みについて、条例の制定も選択肢
としつつ検討を行い、その結果を報告書に取りまとめる。

　障害を理由とした差別をなくし、障害の有無にかかわらず誰もが安心して暮らすことができる社会を実現する。

　障害者福祉施策の進展や行政機関及び関係団体等の各種実践等により、障害に対する関心と理解も深まり、障害者の社会参加と課題
解決に寄与してきている。
　しかしながら、依然として社会における障害者に対する理解は十分ではなく、障害があることを理由に不利益な取扱いを余儀なくされた
り、様々な場面で暮らしにくさを感じている実態がある。

成果目標の達成状況

項目

事業番号 04 09 02 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 障害者差別禁止条例（仮称）制定事業 担
当
課

部局 健康福祉部

２　障害者支援の充実 実施期間 H23 ～

課・室 障害者支援課

＜参考＞
総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

県が関与
する理由

□法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

■民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 　長野県の区域全体にかかわる事項であるため、県が関与することに合理性
が認められる。□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績
H24 H25

（当初） （決算） （当初）

「障害のある人もない人も共に生きる社会を目
指す研究会」による検討 直接

　平成24年度は５回の会議を開催し、障害の有無にか
かわらず誰もが安心して暮らすことができる長野県づく
りに必要な仕組み等を内容とする報告書を作成した。

2,006 1,334 0

2,811 2,006

合計（A) 0 0

予
算
額

前年度繰越

当初予算

補正予算

2,811 2,006

Aの
財源

0 2,811 2,006 0

概　算
人件費

1.00 1.00

0

1,917 1,334

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか。

　　■ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　□ 事業を現行どおり実施

　研究会による検討は終了したため、当該事業としてH25年度当初予算は計上していないが、研究会報告書を踏まえ、目指す姿の実現
に向けて、県として必要な取組を行っていく。

目標に対
する成果
の状況

　平成23年度の会議に引き続き、平成24年度は５回の会議を開催し、検討の結果を報告書として取りまとめた。

 概算事業費（B（A）+C） 0 10,175 9,592 0

8,258 8,258 0
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区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度 25年度
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	点検（様式３）

